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され た トレ ッ ド表 面 に 向 けて 超 音 波 を発 振
し、反射 波 を受信 して タイヤの最 外 に位置 す
るベル 卜の深 さを測 定す る工程 とを備 えるよ

に した



明 細 書

発明の名称 ：トレッド厚さ測定方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、 トレッド厚さ測定方法に関し、特に、タイヤ内において半径方

向外側に位置するベル 卜表面から卜レツド表面までの 卜レツド厚さを測定す

る方法に関する。

背景技術

[0002] 従来、使用済みタイヤをリトレッドする場合には、タイヤの摩耗 した トレ

ッドをパフ掛けにより所定形状に除去 して新たな 卜レツドを貼着する貼着面

を成形 した後に、幾つかの工程を経ることで貼着面に新たな 卜レツドを配設

するようにしている。貼着面の成形には、まず除去する 卜レッドの厚さを設

定する必要があり、 卜レツド表面からタイヤの構造材であるベル ト層のうち

半径方向最外に位置する最外ベル 卜までの 卜レツド厚さの測定が行なわれる

。 トレッド厚さの測定は、例えば、非接触式の渦電流式センサにより測定さ

れる。渦電流式センサは、内部に検出コイルを備え、検出コイルに高周波電

流を流すことで磁束を誘起 し、誘起 した磁束によってベル 卜層に渦電流を生

じさせることで検出コイルに対 して磁束の変化を誘起させ、検出コイルに生

じるインピーダンスの変化を検出することにより、 卜レツド表面から最外べ

ル 卜表面までの厚さを測定するようにしている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 2 _ 8 6 5 8 6 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0004] しかしながら、渦電流式センサは、ベル トに渦電流を生じさせることで 卜

レツド厚さを測定しているため、タイヤに使用されているベル トがスチール

コ一 ドによって形成されているスチールベル 卜以外が用いられている場合に



は、 卜レツ ド厚 さを測定することがで きな くな って しまう。即ち、ベル トが

有機繊維等の非金属製の繊維 コ ー ドによって形成 される繊維ベル トの場合 に

は、ベル トに磁束 を誘起 させることがで きないため、 トレッ ド表面か ら最外

ベル 卜までの距離 を測定することがで きな くな って しまう。 このようにタイ

ャに使用されているベル トが繊維ベル トである場合、作業者が、 タイヤの円

周方向及び幅方向複数箇所 において、 卜レツ ド表面か ら最外ベル 卜表面が露

出するまで小さい穴を掘 り、穴にデ プスゲージを当てることで 卜レツ ド表面

か ら最外ベル 卜表面 までの深 さを測定 し、パ フ掛 けする厚 さを設定する必要

があるため、パ フ掛 けに掛かる工数が増加 し、 リ トレッ ドの作業効率 を悪化

させている。

また、 タイヤによっては、ベル ト層の うち最外 に位置するベル トにのみ繊

維ベル トが適用される場合がある。 このような場合 には、渦電流セ ンサでス

チール コ 一 ドによ り形成 されるベル 卜表面 までの厚 さを測定 し、バ フ掛 けに

おいて 卜レツ ドとともに繊維ベル トを除去 し、新たに配設 される 卜レツ ドに

ノくフ掛 けによ り除去 した繊維ベル 卜に代わる新たな繊維ベル 卜を含 ませてお

くことで リ トレッ ドが行なわれている。 しか し、貼着面 に新たに配設 される

卜レツ ドの製造 において、繊維ベル トを含めて 卜レツ ドを製造すると 卜レツ

ド製造 に係 るコス トが増加 し、ひいては リ 卜レツ ドに係 る製造 コス トまでも

増加 させて しまう。

例 えば、繊維 コー ドによって形成 される繊維ベル トを検 出する方法 と して

、非破壊検査 と して知 られる超音波測定によ り 卜レツ ド厚 さを測定する方法

が考 え られる。超音波 を用いてベル トを検 出するためには、ベル トに対 して

精度良 く超音波 を発振することと、ベル トによつて反射 した反射波 を精度良

く受信する必要がある。 このためには、超音波測定に用い られる超音波探触

子を 卜レツ ド表面 に接触 させた状態で、 タイヤ幅方向や周方向に移動 させて

測定すれば良いが、 卜レツ ド表面 には溝な どの凹凸があるため超音波探触子

を凹凸に対 して追従 させることがで きない。 そこで、超音波 を伝播する媒体

を介 して超音波探触子か ら 卜レツ ド表面 に超音波 を発振する方法が考 え られ



る。超音波 を伝播する媒体 には様 々な物質が考 え られるが、 トレッ ド厚 さを

測定する工程 は リ 卜レツ ドにおける工程の一つであることを踏 まえると、 タ

ィャに対 して影響 を及ぼさない水 を媒体 と して利用する方法が挙 げ られる。

しか しなが ら、 タイヤを水 に浸す と、 タイヤ素材の物性 と水の物性 との関

係か らタイヤ表面 には無数の気泡が付着 して しまう。 タイヤ表面の特 に 卜レ

ッ ド表面 に気泡が付着 した状態で超音波 を発振 しても気泡部分 において超音

波が伝播 しないためベル 卜の位置 を正確 に測定することがで きない。

[0006] そこで、本発明は上記課題 を解決すべ く、超音波測定によ りベル トの素材

に関わ らずタイヤの最外 に位置するベル 卜表面か ら 卜レツ ド表面 までの 卜レ

ッ ド厚 さを精度良 く測定することを可能 にする 卜レツ ド厚 さ測定方法 を提供

することを目的 とする。

課題を解決するための手段

[0007] 上記課題 を解決するための 卜レツ ド厚 さ測定方法の一態様 と して、水槽 に

貯留 された液体 に被検体であるタイヤの 卜レツ ド表面 を浸す前 に、 当該 卜レ

ッ ド表面 に液体 と同一の液体 を嘖霧する工程 と、水槽の液体 に浸 された トレ

ッ ド表面 に向けて超音波 を発振 し、反射波 を受信 してタイヤの最外 に位置す

るベル トの深 さを測定する工程 とを備 える態様 と した。

図面の簡単な説明

[0008] [ 図 1] タイヤの断面図である。

[ 図2]本発明に係 る 卜レツ ド厚 さ測定装置の構成図である。

[ 図3] タイャ昇降装置の構成図である。

[ 図4]水槽昇降装置の構成図である。

[ 図5]水槽の概略構成図である。

[ 図6] 水槽 の側面図である。

[ 図7] タイヤ固定装置の背面図である。

[ 図8] 卜レツ ド厚 さの測定概念図及び測定概念 を示す部分拡大図である。

[ 図9]厚 さ測定装置の動作 を示す図である。

[ 図 10]測定制御装置 による制御のプロック図である。



[ 図 11] 卜レツ ド厚 さを測定する測定工程 図である。

[ 図 12] 卜レツ ド厚 さを測定する測定工程 図である。

[ 図 13] 卜レツ ド厚 さを測定する測定工程 図である。

[ 図 14] 卜レツ ド厚 さを測定する測定工程 図である。

[0009] 以下、発明の実施形態 を通 じて本発明を詳説するが、以下の実施形態 は特

許請求の範 囲に係 る発明を限定するものではな く、 また実施形態の中で説明

され る特徴 の組み合わせのすべてが発明の解決手段 に必須であるとは限 らず

、選択的に採用 され る構成 を含むものである。

発明を実施するための形態

[001 0] 図 1 は、被検体であるタイヤ T の断面図を示す。 図 2 は、 トレッ ド厚 さ測

定装置 1 の概 略構成 図を示す。

まず、本発明の 卜レツ ド厚 さ測定装置 1 によ り 卜レツ ド厚 さ D が測定 され

るタイヤ T の構造 について説明する。 図 1 に示すように、被検体であるタイ

ャ T は、例 えば使用済みのタイヤであ って、複数 のベル ト9 1 乃至 9 4 によ

り構成 され るベル ト層 9 0 を トレッ ド部 に有 する。ベル ト層 9 0 は、 タイヤ

半径方向の内側 に位置するベル 卜9 1 乃至 9 3 と、 タイヤ半径方向の最外 に

位置するベル 卜9 4 とによ り構成 され る。ベル ト9 1 乃至 9 3 がスチール コ

- ドによ り形成 され るスチールベル 卜、ベル 卜9 4 が非金属の繊維 コ一 ドに

よって形成 された繊維ベル トである。本実施形態 における 卜レツ ド厚 さ D は

、 卜レツ ド表面 T s か らベル 卜層 9 0 の うち最外 に位置するベル 卜9 4 のべ

ル 卜表面 9 4 a までの距離 をい う。

[001 1] 以下、 図 2 を用いて トレッ ド厚 さ測定装置 1 について説明する。

卜レツ ド厚 さ測定装置 1 は、被検体であるタイヤ T を昇降 させ るタイヤ昇

降装置 2 と、 タイヤ T の 卜レツ ド厚 さ D の測定 に使用する水槽 3 を昇降 さ

せ る水槽昇降装置 3 と、被検体であるタイヤ T を固定するタイヤ固定装置 4

とによ り構成 され る。

[001 2] タィャ昇降装置 2 及び水槽昇降装置 3 は、床面 に沿 って所定距離離 間 して

敷設 され る一対の レール 8 ；8 上 に設 け られ る。各 レール 8 は、延長方向に



沿 って移動するスライダ 9 を備 え、 レール 8 とスライダ 9 とで リニアガイ ド

を構成する。 レール 8 ；8 は、図外のボールね じ機構 を内蔵 し、 レール 8 の

延長方向に沿 つて収容 されるボールね じと、 当該ボールね じに螺合するボ一

ルナ ッ トを備 える。ボールナ ッ トは、 スライダ 9 と固定され、ボールね じが

回転することで レ一ル 8 に沿 つてスライダ 9 を移動 させる。各ボールネジの

—端 には、 スライダ 9 の駆動手段であるサ一ボモータ 1 1 がそれぞれ取 り付

け られる。サ一ボモータ 1 1 ；1 1 は、 それぞれ後述の測定制御装置 1 0 0

と接続 され、測定制御装置 1 0 0 の信号 に基づいて同期 して駆動する。

[001 3] スライダ 9 ；9 には、平板方形状の基板 1 2 が架設 され、 当該基板 1 2 上

にタイヤ昇降装置 2 及び水槽昇降装置 3 が配設 される。詳細 には、 タイヤ昇

降装置 2 がタイヤ T の搬入側 に配置 され、水槽昇降装置 3 が搬入方向の下流

側 に配置 される。

[0014] 図 3 は、 タイヤ昇降装置 2 の構成図である。

タイヤ昇降装置 2 は、被検体であるタイヤ T を搭載するタイヤ搭載部 1 5

と、 当該 タイヤ搭載部 1 5 に搭載 されたタイヤ T を昇降するタイヤ昇降機構

6 とを備 える。

タイヤ昇降機構 1 6 は、一対の X 字型 リンク 1 7 と、 X 字型 リンク 1 7 の

交差角度 を制御する油圧シ リンダ 1 8 とを備 える。 X 字型 リンク 1 7 は、 リ

ンク動作 をガイ ドする下側 ガイ ド部材 1 9 及び上側 ガイ ド部材 2 0 と、一対

の リンク片 2 1 ， 2 2 とによ り構成 される。下側 ガイ ド部材 1 9 及び上側 ガ

ィ ド部材 2 0 は、断面 I 字状の部材 によって構成 される。下側 ガイ ド部材 1

9 及び上側 ガイ ド部材 2 0 は、 それぞれ、一端側 に円孔 1 9 A ；2 0 A と、

他端側か ら一端側 に向けて延長する長孔 1 9 B ；2 0 B とを有する。各 リン

ク片 2 1 ；2 2 は、長尺な板状部材であ って、延長方向の中心 に中心孔 2 1

C 、一端側 に軸 2 1 A ；2 2 A 、他端側 に長孔 1 9 B ；2 0 B に沿 って回転

可能な大 きさの車輪 2 B ； 2 B とを備 える。一対の リンク片 2 ； 2

は、車輪 2 B が同一方向に面するように重ね、互いの中心孔 2 C を一致

させて、ボル 卜等の軸部材 2 3 を貫通 させることによ り互いに回転可能 に支



持 され る。

[001 5] そ して、 リンク片 2 1 ; 2 2 は、 下側 ガイ ド部材 1 9 の 円孔 1 9 A に一方

の リンク片 2 1 の軸 2 1 A を嵌入 させ る ことで下側 ガイ ド部材 1 9 に対 して

—方 の リンク片 2 が回転可能 に固定 され、 下側 ガイ ド部材 1 9 の長孔 1 9

B に他方 の リンク片 2 2 の車輪 2 B をはめ る ことによ り長孔 1 9 B に沿 つ

て他方 の リンク片 2 2 が移動可能 に支持 され る。

また、上側 ガイ ド部材 2 0 の 円孔 2 0 A に他方 の リンク片 2 2 の軸 2 2 A

を嵌入 させ る ことで上側 ガイ ド部材 2 0 に対 して他方 の リンク片 2 2 が回転

可能 に固定 され、上側 ガイ ド部材 2 0 の長孔 2 0 B に一方 の リンク片 2 1 の

車輪 2 B をはめ る ことによ り長孔 2 0 B に沿 って一方 の リンク片 2 が移

動可能 に支持 され る。

[001 6] 上 記構成 の X 字型 リンク 1 7 は、基板 1 2 上 において、 タイヤ搬 入方 向の

左右 に所定距離離 間 して配置 され、 ボル トな どの図外 の固定手段 によ り下側

ガイ ド部材 1 9 が基板 1 2 に固定 され る。 また、左右 の X 字型 リンク 1 7 ；

1 7 は、 リンク片 2 1 ；2 2 の下側端部 が図外 の連結棒 によ って連結 され、

連結棒 によ って リンク片 2 1 ；2 2 が同期 して移動 す る。連結棒 には、昇降

機構 の駆動源 であ る油圧 シ リンダ 1 8 の一端 が固定 され る。油圧 シ リンダ 1

8 は、基台上面 の左右 の X 字型 リンク 1 7 ； 7 の間 に配設 され、他端 が基

板 1 2 に固定 され る。左右 の X 字型 リンク 1 7 ；1 7 の上側 ガイ ド部材 2 0

；2 0 には、 タイヤ T を搭載 す るための搭載板 2 5 が架設 され る。

[001 7] 搭 載板 2 5 は、被検体 であ るタイヤ T の重量 を支持可能 な強度 を有 す る平

板 で、上面 には、 タイヤ搭載部 1 5 が設 け られ る。搭載板 2 5 の上面 には、

タイヤ搭載部 1 5 を支持 す る支持部 2 9 ；2 9 が タイヤ搬 入方 向の左右 に所

定距離離 間 して設 け られ る。

タイヤ搭載部 1 5 は、 一対 の支持板 2 7 ; 2 7 と、 一対 の支持板 2 7 ；2

7 によ り支持 され る一対 の ロー ラ 2 8 ；2 8 とによ り構成 され る。

支持板 2 7 は、 くの字状 に形成 された平板 であ って、延長方 向が タイヤ搬

入方 向 に沿 って設 け られ る。支持板 2 7 は、 くの字状 に突 出す る頂部 を搭載



板 2 5 に向け、延長方向中央 において搭載板 2 5 の支持部 2 9 ；2 9 にそれ

ぞれ回転 自在 に取 り付 け られ る。 ローラ 2 8 は、一対の支持板 2 7 ; 2 7 の

間に挟 まれ、支持板 2 7 ；2 7 の両端側 において支持板 2 7 ；2 7 間を貫通

する軸 によ り回転 自在 に支持 され る。

[001 8] 一方の支持板 2 7 の下側 には、 図外の移動機構 によ り支持板 2 7 の延長方

向に沿 つて移動するスライダ 3 0 が配設 され る。 スライダ 3 0 は、支持板 2

7 の下面 と当接 し、 タイヤ搭載部 1 5 の傾斜 を制御 する。

具体的には、 タイヤ搭載部 1 5 にタイヤ T を搭載 するときには、 スライダ

3 0 をタイヤ搬入方向上流側 に移動 させ ることで、 タイヤ搭載部 1 5 を傾斜

させ、上流側 に位置するローラ 2 8 を下向 き、下流側 に位置するローラ 2 8

を上向 きに移動 させ る。 そ して、 タイヤ搭載部 1 5 にタイヤ T が搬入 され る

と、 スライダ 3 0 を搬入方向下流側 に移動 させてタイヤ搭載部 1 5 を水平 に

する。 また、 タイヤ T を搬 出するときには、 スライダ 3 0 をタイヤ搬入方向

上流側 に移動 させてタィャ搭載部 1 5 をタイャ搬入方向に傾斜 させ る。

タイヤ搭載部 1 5 が傾斜 することによ り、重量のあるタイヤ T であ っても

、 タイヤ搭載部 1 5 に容易 にタイヤ T を搬入出することがで きる。 また、 タ

ィャ搭載部 1 5 に搭載 されたタイヤ T をタイャ昇降装置 2 が昇降 させ ること

によ り、後述のタイヤ固定装置 4 のタイヤ固定位置 まで作業者 の力 を必要 と

することな く重量の軽 いタイャか ら重 いタイヤ までを昇降 させ ることがで き

る。

[001 9] 図 4 は、水槽昇降装置 3 の構成 図である。

水槽昇降装置 3 は、水槽 3 1 を昇降 させ る水槽昇降機構 3 2 を備 える。 な

お、水槽昇降機構 3 2 の構成 は、 タイヤ昇降機構 1 6 と同一構成 のため説明

を省略する。水槽昇降機構 3 2 の搭載板 3 3 上 には、水槽 3 が固定 され る

[0020] 図 5 は、水槽 3 の概 略構成 図である。 図 6 は、水槽 3 の側面図である

水槽 3 は、液体 3 4 を貯留する空間 と、液体 3 4 に浸 され る 卜レツ ド表



面 T s に付着する気泡 を除去する気泡除去装置 3 5 と、貯留 された液体 3 4

表面の波打ちによる気泡の発生を抑制する気泡発生抑制手段 3 9 とを備 える

水槽 3 1 は、上側が開口する箱型で、 内部 に液体 3 4 を貯留 し、被検体で

あるタイヤ 丁の 卜レツ ド表面 T s が液体 3 4 に浸 る大 きさの開口部 3 a を

有する （図 4 参照）。水槽 3 に貯留 される液体 3 4 には、例 えば水 を用い

る。なお、液体 3 4 は、水 に限 らず超音波 を伝播する媒体であれば良い。な

お、水槽 3 の他の形状 と して、底部 3 B (図 4 参照）が三角形状や円弧

形状であ っても良い。つまり、 タイヤの曲面 に沿 った形状で水槽 3 1 を形成

することによ り、水槽 3 1 内に貯留する液体 3 4 の水量 を少な くすることが

で きる。

[0021 ] 気泡除去装置 3 5 は、水槽 3 内に貯留 される液体 3 4 を汲み上 げるボ ン

プ 3 6 と、ポ ンプ 3 6 によって汲み上 げ られた液体 3 4 を霧状 に して、 トレ

ッ ド表面 T s に向けて嘖霧する嘖霧手段 と しての嘖霧 ノズル 3 7 及び液体 3

4 の嘖流 を液体 3 4 に浸 された 卜レツ ド表面 T s に水流 を嘖出する液体嘖出

手段 と しての嘖流 ノズル 3 8 とによ り構成 される。

ポ ンプ 3 6 は、水槽 3 内に貯留する液体 3 4 に水没 した状態で使用され

る例 えば水中ポ ンプであ って、水槽 3 の底部 3 B の底面 に図外の固定手

段 によ り固定される。ポ ンプ 3 6 によって吸引された液体 3 4 は、嘖霧 ノズ

ル 3 7 と嘖流 ノズル 3 8 とに送出される。

[0022] 嘖霧 ノズル 3 7 は、水槽 3 1 に固定され、一方向に回転するタイヤ T が液

体 3 4 に入水する上流側 に設 け られる。本実施形態では、 タィャ固定装置 4

に固定されたタイヤ T は、図 5 の矢印で示す方向に回転する。嘖霧 ノズル 3

7 は、水槽 3 においてタイヤ搬送方向の下流側 に位置する壁部 3 A に設

け られる。具体的には、 タイヤ T が液体 3 4 に入水する上流側の壁部 3 1 A

の縁部 に沿 って、複数の嘖霧 ノズル 3 7 が配列され、吐出口を壁部 3 1 A と

対面する壁部 3 1 C に向けて設 け られる。なお、嘖霧 ノズル 3 7 は、嘖霧 さ

れる液体 3 4 の嘖霧範囲の広 さによって適宜配置する数量 を設定すれば良 く



、 トレッド表面 T s において少なくともタイヤ幅方向全体に亘り、嘖霧可能

なように設けると良い。嘖霧ノズル 3 7 には、ポンプ3 6 から延長する配管

が接続され、ポンプ3 6 の駆動により生 じる圧力によって、嘖霧ノズル 3 7

に形成される複数の嘖霧孔から霧状の液体 3 4 が嘖霧される。嘖霧ノズル 3

7 から嘖霧される液体 3 4 の状態は、霧状に限らないが、 卜レツド表面 T s

において液体 3 4 が付着 したときに、容易に 卜レツド表面 T s を流れないよ

うに霧状にして嘖霧することが好ましい。霧状の液体 3 4 は、 卜レツド表面

T s に付着すると、霧状の液体 3 4 同士が結合 し、 トレッド表面 T s に液体

3 4 による薄い膜を形成するため、 卜レツド表面 T s が水槽 3 に貯留され

た液体 3 4 に入水するときに、 卜レツド表面 T s に膜状に形成された液体 3

4 と、貯留された液体 3 4 とが容易に結合するため、気泡の付着率を大幅に

減少させることができる。

[0023] 嘖流ノズル 3 8 は、水槽 3 に貯留される液体 3 4 に水没 した状態となる

ように、水槽 3 の中心C から壁部 3 A 側の底部 3 B に図外の固定手段

により固定される。嘖流ノズル 3 8 は、吐出口が液体 3 4 の液面方向を向く

ように水槽 3 の底部 3 B に固定される。嘖流ノズル 3 8 は、ポンプ3 6

から延長する配管と接続され、ポンプ3 6 の駆動により生 じる圧力によって

、嘖流ノズル 3 8 の吐出口から加圧された水流を嘖出する。

つまり、噴流ノズル 3 8 から吐出される水流を水槽 3 に浸された状態の

卜レツド表面 T s に嘖出することにより、入水時に 卜レツド表面 T s に付着

して しまった気泡を洗い流 し、後工程において実施される超音波測定を正確

に行うことが可能となる。

ポンプ3 6 は、測定制御装置 1 0 0 と接続され、測定制御装置 1 0 0 から

出力される信号に基づいて動作する。なお、嘖霧ノズル 3 7 からの液体 3 4

の嘖霧ゃ嘖流ノズル 3 8 からの水流の嘖出は、ポンプ3 6 の駆動により生 じ

るものとして説明 したが、嘖霧ノズル 3 7 や嘖流ノズル 3 8 に個別にバルブ

を設け、ポンプ3 6 の駆動時に個別に動作させるようにしても良い。

[0024] 気泡発生抑制手段 3 9 は、液体 3 4 の水面に浮遊可能なシー 卜部材である



。気泡発生抑制手段 3 9 は、水槽 3 1 の開口と略同一の寸法及び形状を有 し

、タイヤ丁の 卜レツド表面 T s が液体 3 4 に浸る大きさの開口部 3 9 a を中

央付近に備える。液体 3 4 の水面に気泡発生抑制手段 3 9 を浮遊させておく

ことにより、水面の波立ちを抑制 し、 トレッド表面 T s 近傍における波立ち

により気泡が発生することを抑制する。なお、気泡発生抑制手段 3 9 は、例

えば、液体 3 4 の水面を浮遊可能なゴムボールのようなものであっても良い

なお、気泡発生抑制手段 3 9 の開口部 3 9 a は、後述の厚さ測定装置 4 5

の超音波探触子 5 9 が取り付けられる探触子支持ァ一厶 6 2 が貫通 し、タイ

ャ幅方向に移動する測定動作を妨げない大きさに形成される。

[0025] 図 7 は、タイヤ固定装置 4 の背面図である。

タィャ固定装置 4 は、タィャ昇降装置 2 がタィャT を昇降させる昇降位置

に配置される。具体的には、タイヤ昇降装置 2 及び水槽昇降装置 3 が移動す

るレール 8 ；8 を跨いで配置される。

タイヤ固定装置 4 は、 レール 8 ；8 を挟んで配設される左，右本体 4 0 ；

7 0 と、左，右本体 4 0 ；7 0 にそれぞれ設けられタイヤT を固定する一対

の左右 リム体 4 2 ；7 2 と、左右 リム体 4 2 ；7 2 によって固定されたタイ

ャT に内圧を印加する内圧印加手段 4 4 と、内圧が印加された状態のタイヤ

T の 卜レツド表面 T s の外形形状を測定する形状測定手段 4 6 と、タイヤT

の 卜レツド表面 T s からベル 卜9 4 までの 卜レツド厚さD を測定する厚さ測

定装置 4 5 と、タイヤ乾燥手段 7 7 を備える。

[0026] 以下、タイヤ固定装置 4 について、左，右本体 4 0 ；7 0 に分けて説明す

る。

左本体 4 0 は、 レール 8 ：8 の延長方向に対 して直交方向に延長する左主

軸 4 と、左主軸 4 の一端に取り付けられ、タイヤT を支持する左 リム体

4 2 と、タイヤT を回転させるタイヤ回転手段 4 3 と、 リム体 4 2 ; 7 2 に

支持されたタイヤT 内に内圧を印加する内圧印加手段 4 4 とを備える。

左主軸 4 1 は、中空円筒状に形成され、タイヤ昇降装置 2 の上方において



、 レール 8 の延長方向に対 して直交方向に延長する。左主軸 4 1 は、一端側

が左本体 4 0 内においてべアリング等により回転可能に支持され、他端側が

左本体 4 0 の一側面側から右本体 7 0 側に突出する。左主軸 4 の一端側は

、内圧印加手段 4 4 と接続される。

[0027] 内圧印加手段 4 4 は、コンプレッサ4 7 と、コンプレッサ4 7 の吐出口に

取り付けられる圧力制御バルブ4 8 と、圧力制御バルブ4 8 と左主軸 4 の

—端とを接続する配管 4 9 と、配管 4 9 の途中に設けられ、タイヤT 内に印

加 した空気圧を排気する排気バルブ5 0 により構成される。コンプレッサ4

7 は、タイヤT に供給する内圧以上の圧力を常時蓄圧する。圧力制御バルブ

4 8 は、コンプレッサ4 7 の吐出口に取り付けられ、コンプレッサ4 7 に蓄

圧された空気を所定の圧力に制御する。詳細には、圧力制御バルブ4 8 は、

測定制御装置 1 0 0 と接続され、測定制御装置 1 0 0 から出力される信号に

基づいて吐出する空気圧を制御 し、タイヤ内の空気圧が吐出する空気圧と等

しくなつたときに空気の吐出を停止する。配管 4 9 は、制御バルブ4 8 と左

主軸 4 の一端側とを接続 し、コンプレッサ4 7 から吐出される空気を制御

バルブ4 8 を介 して左主軸 4 の貫通孔 4 a に供給する。排気バルブ5 0

は、排気口5 0 a を備え、測定制御装置 1 0 0 から出力される信号によりバ

ルプを開放 し、タイヤT 内に印加された空気を排気口5 0 a から排出する。

排気口5 0 a には、排気バルブ5 0 と後述のタイヤ乾燥手段 7 7 とを連通す

る配管の一端が接続される。なお、排気バルブ5 0 の排気口5 0 a は、信号

の入力がない限り閉鎖状態である。

[0028] 左 リム体 4 2 は、円錐台状に形成され、外周面に複数の段部 5 1 を備える

。各段部 5 は、直径が異なるサイズのタイヤ内径寸法に対応するように階

段状に形成される。各段部 5 は、ホイールにおけるビ一 ドシ一 卜に相当す

る役割を果た し、左 リム体 4 2 において同心に形成される。また、左 リム体

4 は、中心側に中空部 5 を備える。中空部 5 2 は、左 リ厶体 4 の小径

面から大径面への窪みとして筒状に形成され、左主軸 4 の貫通孔 4 a と

連通する。よって、コンプレッサ4 7 から制御バルブ4 8 、配管 4 9 を経て



左主軸 4 の貫通孔 4 a に流通する空気は、左 リム体 4 2 の中空部 5 2 に

排出される。

[0029] タイヤ回転手段 4 3 は、左本体 4 0 に固定されるモータ 5 3 と、モータ 5

3 に取 り付けられる駆動 プー リ5 4 と、左主軸 4 に固定される軸側 プー リ

5 5 と、軸側 プ一 リ5 5 及び駆動 プ一 リ5 4 とに掛 け渡 されるベル 卜5 6 と

により構成 される。

モータ 5 3 は、左本体 4 0 に内蔵され、モータ 5 3 の回転軸が左本体 4 0

の一側面か ら突出するように固定される。駆動 プー リ5 4 は、軸側 プー リ5

5 よ りも小径な大 きさで左本体 4 0 か ら突出するモータ 5 3 の回転軸 に取 り

付けられる。軸側 プー リ5 5 は、左主軸 4 に取 り付けられた左 リム体 4 2

と、左本体 4 0 との間に取 り付けられる。ベル ト5 6 は、駆動 プー リ5 4 と

軸側 プ一 リ5 5 とに掛 け渡 され、モータ 5 3 の回転力を駆動 プ一 リ5 4 を介

して軸側 プー リ5 5 に伝達することで左主軸 4 を回転 させる。モータ 5 3

は、測定制御装置 1 0 0 と接続 され、測定制御装置 1 0 0 か ら出力される信

号に基づいて駆動する。

[0030] 右本体 7 0 は、 レール 8 ；8 を挟んで左本体 4 0 の対向側 に設けられ、左

主軸 4 に対応する右主軸 7 と、左 リム体 4 2 に対応する右 リム体 7 と

、左 リム体 4 2 に対 して右 リム体 7 2 を近接離間させる リム体移動手段 7 3

とを備える。

[0031 ] 右主軸 7 は、左主軸 4 と同軸 となるように右本体 7 0 に設けられ、一

端側が右本体 7 0 内においてベア リング等を介 して回転可能に支持され、他

端側が右本体 7 0 か ら左本体 4 0 側 に突出する。

右 リム体 7 2 は、左 リム体 4 2 と同様 に円錐台状 に形成 され、右主軸 7 1

と同心 となるように取 り付けられる。右 リム体 7 2 は、外周面に、左 リム体

4 2 の複数の段部 5 に対応する複数の段部 8 を備え、段部 8 は、左 リ

厶体 4 2 の段部 5 と同一寸法、同一形状 に形成 される。右 リム体 7 2 は、

左 リム体 4 2 とは異な り、中実に形成 される。左 リム体 4 2 と右 リム体 7 2

とでタイヤ T の ビ一 ド部 を挟み込み、左 リ厶体 4 及び右 リ厶体 7 の段部



5 1 ；8 1 のいずれかにビ一 ド部を密着させることにより、左 リム体 4 2 の

外周面、タイヤ内周面、右 リム体 7 2 の外周面及び小径面 7 2 a で形成され

る閉空間に左 リム体 4 2 の中空部 5 2 に供給される空気が充填されることで

タイヤT に内圧が印加される。

[0032] リ厶体移動手段 7 3 は、左本体 4 0 と右本体 7 0 との上端側に掛け渡され

る架橋体 7 5 と、架橋体 7 5 に沿って移動する移動体 7 6 とにより構成され

る。架橋体 7 5 は、円筒状の軸体であって、左本体 4 0 と右本体 7 0 との上

端側において掛け渡される。架橋体 7 5 は、移動体 7 6 を軸線に沿つて移動

させる図外の駆動機構を内蔵する。駆動機構は、例えばボールネジ機構及び

サ一ボモータ 7 4 で構成され、サ一ボモータ 7 4 がボールネジ機構のボール

ネジを駆動することによりボールナツ卜を移動させる。サ一ボモータ 7 4 は

、測定制御装置 1 0 0 と接続され、測定制御装置 1 0 0 から出力される信号

に基づいて動作する。移動体 7 6 は、小径円環部 7 6 A と、右 リム体 7 2 の

大径面 7 2 b に固定され、右主軸 7 の軸線に沿って移動する大径円環部 7

6 B と、小径円環部 7 6 A と大径円環部 7 6 B とを接続する接続部 7 6 C と

により構成される。小径円環部 7 6 A は、駆動機構であるボ一ルネジ機構の

ボールナットに固定され、大径円環部 7 6 B は、右 リム体 7 2 の大径面 7 2

b に固定される。よって、サ一ボモータ 7 4 を駆動 して移動体 7 6 を架橋体

7 5 の軸線に沿って移動させることにより、右 リム体 7 2 を左 リム体 4 2 に

対 して近接離間させてタイヤT を固定、開放する。

[0033] 厚さ測定装置 4 5 は、測定位置を変化させる変位手段 5 7 と、超音波発振

器 5 8 と、超音波探触子 5 9 とにより概略構成される。

変位手段 5 7 は、鉛直変位機構 6 0 と、鉛直変位機構 6 0 に取り付けられ

る幅方向変位機構 6 とを備える。鉛直変位機構 6 0 は、例えば一対のリニ

ァガイ ドにより構成され、左本体 4 0 と右本体 7 0 とにリニアガイ ドがそれ

ぞれ配置される。具体的には、左本体 4 0 と右本体 7 0 とが互いに対向する

壁面 4 0 a ；7 0 a に、一方のリニアガイ ドと他方のリニアガイ ドとが互い

に対向するように設けられる。 リニアガイ ドは、 レール 6 O A とレール 6 0



A に沿って移動するスライダ6 0 B と、スライダ6 0 B の駆動源となるサ一

ボモータ6 O C を備える。 リニアガイ ドは、各 レール 6 0 A ；6 0 A の延長

方向が鉛直方向に沿うように各壁面 4 0 a ；7 0 a に固着され、スライダ6

0 B ；6 0 B が互いに対向 し、スライダ6 0 B ；6 0 B とを結ぶ線が水平と

なるようにレール 6 O A ；6 O A に配設される。サ一ボモータ6 0 C は、後

述の測定制御装置 1 0 0 から出力される信号に基づいて同期 して駆動され、

レール 6 0 A に沿ってスライダ6 0 B を鉛直方向上下に移動させる。

[0034] 幅方向変位機構 6 は、鉛直変位機構 6 0 のスライダ6 0 B ；6 0 B 間に

掛け渡されるように固定される。幅方向変位機構 6 には、鉛直変位機構 6

0 と同様に、 リニアガイ ドを適用 し、 リニアガイ ドを構成するレール 6 1 A

がスライダ6 0 B ；6 0 B に固着される。 リニアガイ ドは、 レール 6 1 A 上

を移動するスライダ6 B の駆動源となるサ一ボモータ6 C を備える。サ

—ボモータ6 C は、後述の測定制御装置 1 0 0 から出力される信号に基づ

いて駆動 し、 レール 6 A に沿ってスライダ6 B をタイヤ幅方向に移動さ

せる。

幅方向変位機構 6 のスライダ6 B には、超音波探触子 5 9 が取り付け

られる探触子支持アーム 6 2 と、形状測定手段 4 6 としてのレーザセンサ 6

3 (図 8 参照）とが固定される。

[0035] 図 8 ( a ) は、スライダ6 1 B に取り付けられた超音波探触子 5 9 とレ一

ザセンサ 6 3 とによる測定の概念図、図 8 ( b ) は、探触子取付部 6 2 C に

取り付けられた超音波探触子 5 9 による測定の部分拡大図である。

探触子支持ァ一厶 6 2 は、スライダ6 1 B から水平方向に延長する水平延

長部 6 2 A と、下方に向かって斜めに延長 してタイヤT 及び水槽 3 との干

渉を回避する回避部 6 2 B と、再び水平方向に延長する探触子取付部 6 2 C

とからなり、探触子取付部 6 2 C の先端が左主軸 4 及び右主軸 7 とを結

ぶ軸線の鉛直下方近傍まで延長する。探触子取付部 6 2 C の先端には、超音

波探触子 5 9 が取り付けられる。

[0036] 超音波探触子 5 9 は、例えば非接触式の探触子で、測定面 5 9 a を 卜レツ



ド表面 T s に向けて測定位置がちょうど左主軸 4 及び右主軸 7 とを結ぶ

軸線の鉛直下方に位置するように、探触子取付部 6 2 C に固定される。超音

波探触子 5 9 は、発振部 5 9 A と受信部 5 9 B とを同一面に備え、 トレッド

表面 T s に向けて発振部 5 9 A から超音波を発振 し、 卜レツド表面 T s ゃタ

ィャT を構成するベル 卜9 4 等の構成部材から反射 した反射波を受信部 5 9

B により受信する。

[0037] よって、超音波探触子 5 9 の発振部 5 9 A から発振された超音波が液体 3

4 を介 して 卜レツド表面 T s に対 して略法線方向に伝播させることができる

ので、精度良くベル ト表面 9 4 a に入射させて、反射 した超音波を受信部 5

9 B で受信することができる。即ち、 トレッド表面 T s に対 して垂直に発振

された超音波は、液体 3 4 を伝播 して、まず トレッド表面 T s において反射

した超音波が受信部 5 9 B で受信され、次に 卜レツド内部に伝播 した超音波

がベル 卜層のうち半径方向最外に位置するベル 卜表面 9 4 a によって反射 し

て受信部 5 9 B で受信されることで、 卜レツド表面 T s から最外に位置する

ベル 卜表面 9 4 a までの厚さを測定することができる。発振部 5 9 A から発

振する超音波は、超音波発振器 5 8 により生成される。

[0038] 図 7 に戻り、超音波発振器 5 8 は、例えば左本体 4 0 の内部に配設され、

超音波探触子 5 9 と配線により接続される。超音波発振器 5 8 は、測定制御

装置 1 0 0 と接続され、測定制御装置 1 0 0 から出力される信号に基づいて

動作する。具体的には、超音波発振器 5 8 は、測定制御装置 1 0 0 から出力

される信号に基づいて超音波を発生させることで超音波探触子 5 9 の発振部

5 9 A から超音波を発振させ、受信部 5 9 B で受信 した超音波の反射波を測

定制御装置 1 0 0 に出力する。 卜レツド厚さDの測定は、例えば、幅方向に

4 0 点、周方向に 7 5 箇所の合計 3 0 0 0 点で測定される。

[0039] 形状測定手段 4 6 は、スライダ6 1 B の探触子支持アーム 6 2 が固定され

る位置と同一位置に固定される。形状測定手段 4 6 は、例えばレーザセンサ

が適用され、探触子支持アーム 6 2 が延長する側に測定方向を向け、略水平

方向にレーザを照射する。 レーザセンサ 6 3 をスライダ6 1 B の探触子支持



アーム 6 2 が固定される位置 と同一位置 に固定することによ り、 レーザセ ン

サ 6 3 によ り形状が測定される位置 と、超音波探触子 5 9 によ り超音波測定

される位置 とをタイヤ幅方向において同一の位置 に設定することがで きる。

また、左右 リム体 4 2 ；7 2 に固定されたタイヤ 丁の 卜レツ ド表面 T s に レ

—ザセ ンサ 6 3 か らレーザを照射 しなが らスライダ 6 1 B とともにタイヤ幅

方向に移動することによ り 卜レツ ド表面 T s の断面形状 を測定することがで

きる。なお、 レーザセ ンサ 6 3 か らレーザを 卜レツ ド表面 T s に照射 しなが

ら一方のタイャ側面か ら他方のタイャ側面 までの間を移動 させることによ り

、 卜レツ ド表面 T s の断面形状 を含むタィャ断面形状 を測定することがで き

るので、 タイヤ T の幅方向中心及び超音波測定によ り測定する 卜レツ ド表面

T s の幅方向の範囲を設定することがで きる。

[0040] 図 9 ( a ) ， （b ) ， （c ) は、厚 さ測定装置 4 5 の動作 を示す図である

図 9 ( a ) に示すように、厚 さ測定装置 4 5 は、 タイヤ T を左右 リム体 4

；7 2 に着脱するときな ど測定を行わないときには待避位置である右本体

7 0 側 に移動する。次 に、図 9 ( b ) に示すように、左右 リム体 4 2 ；7 2

によってタイヤ T が固定されると、超音波探触子 5 9 が 卜レツ ド表面 T s の

一端側で対面する測定準備位置 まで移動 させる。次 に、図 9 ( c ) に示すよ

うに、水槽 3 を上昇 させることで 卜レツ ド表面 T s と超音波探触子 5 9 と

が液体 3 4 に浸 される。

なお、 トレッ ド厚 さ D を測定するタイヤ T の大 きさが異なるときには、超

音波探触子 5 9 と 卜レツ ド表面 T s との距離が同一条件 となるように鉛直変

位機構 6 0 を駆動 して調整すれば良い。

[0041 ] タイヤ乾燥手段 7 7 は、 タイヤ搬入方向の上端側 に設 け られ、左本体 4 0

と右本体 7 0 との間の上端 において掛 け渡 される支持部材 7 8 に取 り付 け ら

れる。 タイヤ乾燥手段 7 7 は、例 えばエアノズルであ って、エアノズル に供

給 された空気の流速 を上昇 させる吐出口を備 える。エアノズルは、吐出口を

タイヤ固定装置 4 に固定された 卜レツ ド表面 T s に向けて支持部材 に取 り付



けられる。エアノズルには、排気バルブ5 0 から延長する配管が接続され、

排気バルブ5 0 から排出された空気を 卜レツド表面 T s に向けて嘖出する。

[0042] 測定制御装置 1 0 0 は、 卜レツド厚さ測定装置 1 の動作を制御するコンピ

ュ一タであり、演算処理手段としてのC P U、記憶手段としてのR O M , R

A M及び H D D、通信手段としてのインタ一フェイスを含み、記憶手段に格

納されたプログラムに基づいて 卜レツド厚さDの測定に係る動作を制御する

。測定制御装置 1 0 0 には、モニタ等の表示手段、キーボー ドやマウス等の

入力手段が接続される。

[0043] 図 1 0 は、測定制御装置 1 0 0 による制御プロック図である。以下、測定

制御装置 1 0 0 による 卜レツド厚さ測定装置 1 の制御動作について説明する

測定制御装置 1 0 0 は、制御部 1 1 0 と、演算部 1 2 0 と、記憶部 1 3 0

とにより構成される。

制御部 1 1 0 は、タイャ昇降装置 2 のタイャ昇降機構 1 6 の油圧シリンダ

8 の伸縮を制御することでタイヤT をタイャ固定位置まで昇降させる制御

と、タイヤ搭載部 1 5 の傾斜を制御するスライダ3 0 の移動とを制御する。

また、制御部 1 1 0 は、水槽昇降装置 3 の水槽昇降機構 3 2 の油圧シリン

ダ 1 8 の伸縮を制御 して、水槽 3 の昇降を制御する。

また、制御部 1 1 0 は、水槽 3 に設けられた気泡除去装置 3 5 のポンプ

3 6 の駆動を制御 して、嘖霧ノズル 3 7 から霧状の液体 3 4 の嘖霧と、嘖流

ノズル 3 8 から液体 3 4 の水流の嘖出を制御する。

また、制御部 1 1 0 は、タイヤ昇降装置 2 及び水槽昇降装置 3 を移動させ

るスライダ9 の駆動源であるサ一ボモータ 1 1 の回転を制御 して、タイヤ昇

降装置 2 及び水槽昇降装置 3 の位置を制御する。

[0044] また、制御部 1 1 0 は、 リム体移動手段 7 3 の移動体 7 6 を移動させるサ

—ボモータ 7 4 の駆動を制御 して、右 リム体 7 2 を左 リム体 4 2 方向に近接

離間させることによりタイヤT を固定、開放する制御と、内圧印加手段 4 4

の圧力制御バルブ4 8 の動作を制御 して、左右 リム体 4 2 ；7 2 に固定され



たタイヤT に内圧を印加する制御と、排気バルブ5 0 の動作を制御 して、タ

ィャ丁に印加された内圧を開放する制御と、タイヤ回転手段 4 3 のモータ 5

3 の動作を制御 して、タイヤ Τ の回転を制御する。

[0045] また、制御部 1 1 0 は、厚さ測定装置 4 5 の変位手段 5 7 の鉛直変位機構

6 0 のサ一ボモータ6 O C 及び幅方向変位機構 6 1 のサ一ボモータ6 C と

を制御 して、超音波探触子 5 9 を 卜レツド表面 T s に対 して近接方向又はタ

ィャ幅方向へ移動させる制御と、超音波探触子 5 9 から超音波を発振させる

ための超音波発振器 5 8 による超音波の発振動作を制御 して、 卜レツド厚さ

Dの測定を制御する。また、超音波探触子 5 9 が発振 した超音波から卜レツ

ド表面 T s によって反射された反射波を受信 して、波形を記憶部 1 3 0 に出

力する。

また、制御部 1 1 0 は、厚さ測定装置 4 5 の変位手段 5 7 の鉛直変位機構

6 0 のサ一ボモータ6 O C 及び幅方向変位機構 6 1 のサ一ボモータ6 C と

を制御 して、形状測定手段 4 6 のレーザセンサ 6 3 による形状測定の動作を

制御 して、測定 した形状を記憶部 1 3 0 に出力する。

[0046] 演算部 1 2 0 は、超音波探触子 5 9 が発振 した超音波から卜レツド表面 Τ

s によって反射された反射波と、ベル 卜表面 9 4 a から反射された反射波を

受信 して、各反射波に基づいて トレッド厚さD を算出し、 トレッド厚さDが

最厚となる位置や 卜レツド厚さDが最薄となる位置とを算出する。そして、

算出した結果を記憶部に出力するとともにモニタに出力 して表示する。

記憶部 1 3 0 は、超音波測定による各測定位置における反射波の波形と、

算出された 卜レツド厚さD とを記憶する。

[0047] 以下、図 1 1 乃至図 1 4 を用いて トレッド厚さ測定装置 1 によるタイヤT

の 卜レツド厚さDの測定工程について説明する。

卜レツド厚さ測定装置 1 のタイヤ固定装置に測定対象であるタイヤT の固

定から開始される。まず、図 1 1 ( a ) に示すように、タイヤ昇降装置 2 の

スライダ3 0 を移動させ、タイヤ搭載部 1 5 を搬入側に傾斜させて、作業者

によるタイヤT の搬入準備を行う。次に、作業者がタイヤT を搬入路のス口



—プ7 に沿って転動させながらタイヤ搭載部 1 5 に搭載する。次に、図 1 1

( b ) に示すように、スライダ3 0 を移動させてタイヤ搭載部 1 5 を水平に

してタイヤ丁が自立するように搭載する。次に、図 1 1 ( c ) に示すように

、タィャ昇降機構 1 6 の油圧シリンダ 1 8 を縮短させることでリンク片 2 1

； 2 の車輪 2 B ；2 B を長孔 1 9 B ；2 0 B に沿って移動させてタイ

ャ搭載部 1 5 を上昇させる。詳細には、タイヤT の中心と左右 リム体 4 2 ；

7 の軸心とが一致する高さまでタイヤT を上昇させる。

[0048] 次に、移動体 7 6 を左本体 7 0 側に移動させて右 リム体 7 2 を左 リム体 4

2 に近接させてタイヤT のビ一 ド部を左右 リム体 4 2 ；7 2 の段部 5 1 ；8

1 のいずれかに密着させる。次に、内圧印加手段 4 4 を動作させてタイヤT

内にタイヤ使用時の所定内圧となるように空気を供給する。これにより、タ

ィャT は、使用状態の形状でリム体 4 2 ；7 2 に固定される。

[0049] 次に、図 1 2 ( a ) に示すように、タイヤ昇降機構 1 6 の油圧シリンダ 1

8 を伸張させてタイヤ搭載部 1 5 を最低位の位置まで下降させる。次に、厚

さ測定装置 4 5 の鉛直方向移動機構 6 0 及び幅方向移動機構 6 を駆動 して

、超音波探触子 5 9 を測定開始位置に配置する （図 9 ( b ) 参照）。この状

態において、超音波探触子 5 9 は、タイヤ幅方向に移動 してもタイヤT に衝

突 しない。次に、幅方向移動機構 6 1 のみを駆動 して、形状測定手段 4 5 の

レーザセンサ 6 3 をタイヤ幅方向に移動させて 卜レツド表面 T s の形状を測

定 した後に、幅方向移動機構 6 のスライダ6 C を超音波探触子 5 9 の待

機位置に戻す。 レーザセンサ 6 3 により測定された外形形状は、測定制御装

置 1 0 0 に出力され、超音波測定により卜レツド厚さD を測定するための測

定範囲が設定される。具体的には、測定された外形形状からタイヤT の幅方

向中心を検出し、幅方向中心を超音波測定における測定原点に設定する。

[0050] 次に、スロープ7 を下降させた後に、図 1 2 ( b ) に示すように、タイヤ

昇降装置 2 と水槽昇降装置 3 とを移動させるサ一ボモ一タ 1 1 に信号を出力

してスライダ9 をタイャ搬入側に移動させ、タィャ固定装置 4 にタイヤT を

固定するときのタイャ昇降装置 2 の昇降位置と同位置に、水槽昇降装置 3 を



移動させる。つまり、 タイヤ昇降装置 2 と水槽昇降装置 3 とを入れ替えるよ

うにスライダ 9 を移動させる。次に、図 1 2 ( c ) に示すように、水槽昇降

装置 3 の水槽昇降機構 3 2 の油圧シ リンダ 1 8 を駆動 して水槽 3 を上昇さ

せる。当該上昇動作により、 トレッ ド表面 T s と超音波探触子 5 9 とが液体

3 4 に浸される。

[0051 ] 次 に、気泡除去装置 3 5 のポンプ 3 6 を駆動 して、水槽 3 内に貯留され

た液体 3 4 を嘖霧 ノズル 3 7 と嘖流 ノズル 3 8 とに圧送 し、入水前の 卜レツ

ド表面 T s に霧状の液体 3 4 を嘖霧するとともに、既 に水槽 3 内の液体 3

4 に入水 した 卜レツ ド表面 T s に液体 3 4 の水流を嘖出する （図 6 参照）。

入水前の 卜レツ ド表面 T s に霧状の液体 3 4 を嘖霧するとともに、既 に水槽

3 内の液体 3 4 に入水 した 卜レツ ド表面 T s に液体 3 4 の水流を嘖出する

ことにより、気泡の付着が抑制 され、精度の高い超音波測定が可能 となる。

[0052] 次 に、幅方向移動機構 6 を駆動 して、超音波探触子 5 9 をタイヤ幅方向

における測定開始位置か ら測定終 了位置 まで移動させて 卜レツ ド厚 さ D の測

定を行 う。具体的には、形状測定手段 4 6 により測定された外形形状か ら超

音波測定による測定範囲を設定 し、 この測定範囲か ら幅方向における超音波

による測定位置を設定 し、超音波探触子 5 9 を測定開始位置か ら測定終 了位

置 まで移動させなが ら上記測定位置において超音波を発振 させて反射波を受

信 し、超音波発振器 5 8 を介 して測定制御装置 1 0 0 に反射波を測定位置毎

に出力する。 このとき、測定制御装置 1 0 0 では、入力された反射波を測定

位置 とともに記憶する。

[0053] 次 に、周方向の一つの位置における幅方向の 卜レツ ド厚 さ D の測定が終 了

すると、 タイヤ T を所定角度回転 させて、再び、超音波探触子 5 9 をタイヤ

幅方向に測定開始位置か ら測定終 了位置 まで移動させ、 タイヤ円周方向に所

定角度位置ずれ した位置におけるタイヤ幅方向の 卜レツ ド厚 さ D を測定する

。上記工程 をタイヤ 1 周分行 うことにより、 タイヤ一本当た りの トレッ ド厚

さ D の測定が終 了する。

[0054] 次 に、 タイヤ T 1 周分の 卜レツ ド厚 さ D の測定が完了すると、ポンプ 3 6



の駆動を停止させて、嘖霧ノズル 3 7 からの液体 3 4 の嘖霧と、嘖流ノズル

3 8 からの液体 3 4 の水流の嘖出を停止させる。次に、図 1 3 ( a ) に示す

ように、水槽昇降装置 3 の昇降機構 3 2 を駆動 して水槽 3 を最下位の位置

まで下降させた後に、超音波探触子 5 9 を待機位置に移動させる。次に、タ

ィャ回転手段 4 3 のモータ 5 3 を所定回転させつつ排気バルブ5 0 を開放 し

てタイヤT 内の空気をタイヤ乾燥手段 7 7 のエアノズルから排出して、 トレ

ッド表面 T s に吹き付け、 卜レツド表面 T s に付着 した液体 3 4 を吹き飛ば

しつつ乾燥させる。次に、 トレッド表面 T s の乾燥が終了すると、図 1 3 (

b ) に示すように、サ一ボモータ 1 1 を駆動することでスライダ9 とともに

水槽昇降装置 3 を搬入方向下流側に移動させて、タイヤ昇降装置 2 と水槽昇

降装置 3 とを入れ替える。詳細には、 トレッド厚さDの測定において水槽昇

降装置 3 が位置 していた位置にタイヤ昇降装置 2 を移動させる。次に、図 1

3 ( c ) に示すように、タイヤ昇降装置 2 のタイヤ昇降機構 1 6 を駆動 して

、タイヤ搭載部 1 5 を上昇させてタイヤ下面に当接させるとともに、タイヤ

内の空気を脱気 して右 リム体 7 2 をタイヤT から離間させる。

[0055] 次に、図 1 4 ( a ) に示すように、タイヤT をタイヤ搭載部 1 5 に支持さ

せた状態でタイヤ昇降機構 1 6 を駆動 してタイヤT をタイヤ搭載部 1 5 とと

もに最下位まで下降させる。次に、図 1 4 ( b ) に示すようにスライダ3 0

を搬入側に移動させてタィャ搭載部 1 5 を搬入側に傾斜させてタイヤT を搬

出する。

[0056] 以上、説明 したように、本発明の トレッド厚さ測定装置 1 によれば、水槽

3 内に設けられたポンプ3 6 を駆動 して、貯留される液体 3 4 に浸る前の

卜レツド表面 T s に、ポンプ3 6 により汲み上げられた液体 3 4 を嘖霧ノズ

ル 3 7 から霧状に嘖霧 し、貯留される液体 3 4 に浸っている 卜レツド表面 T

s に、嘖流ノズル 3 8 から液体 3 4 の水流を嘖出することにより、 トレッド

表面 T s に気泡を付着させることなく超音波測定を行うことができるので、

卜レツド表面 T s から最外に位置するベル ト9 4 までの 卜レツド厚さD を正

確に測定することができる。また、超音波により卜レツド表面 T s から最外



に位置するベル ト9 4 までの 卜レツド厚さD を測定 しているので、最外に位

置するベル 卜9 4 の素材の如何にかかわらず 卜レツド表面 T s から最外のベ

ル 卜表面 9 4 a までの 卜レツド厚さD を正確に測定することができる。

よって、タイヤT をリトレッドするときに、本発明に係る トレッド厚さ測

定装置 1 により卜レツド厚さD を測定することで、最外に位置するベル ト9

4 の素材に関わらず、タイヤT を傷つけることなくパフ掛けするときのパフ

量を正確に設定することができる。なお、バフ量とは、最外に位置するベル

卜9 4 から所定厚さ残すように 卜レツドを切削する厚さである。

[0057] 以上、本発明を実施の形態を用いて説明 したが、本発明の技術的範囲は上

記実施の形態に記載の範囲には限定されない。上記実施の形態に、多様な変

更又は改良を加えることが可能である。

符号の説明
[0058] タイヤ昇降装置、 3 水槽昇降装置、 4 タイヤ固定装置、

8 レール、 9 スライダ、 1 5 タイヤ搭載部、 1 6 タイヤ昇降機構、

3 1 水槽、 3 2 水槽昇降機構、 3 5 気泡除去装置、 3 6 ポンプ、

3 7 嘖霧ノズル、 3 8 嘖流ノズル、 4 2 ; 7 2 リム体、

4 3 タイヤ回転手段、 4 4 内圧印加手段、 4 5 厚さ測定装置、

5 8 超音波発振器、 5 9 超音波探触子、 9 4 ベル ト、

9 4 a ベル ト表面、 1 0 0 測定制御装置、

T タイヤ、 T s 卜レツド表面。



請求の範囲

[ 請求項 1] 水槽 に貯留 された液体 に被検体であるタイヤの 卜レツ ド表面 を浸す

前 に、 当該 卜レツ ド表面 に前記液体 と同一の液体 を嘖霧する工程 と、

前記水槽の液体 に浸 された 卜レツ ド表面 に向けて超音波 を発振 し、反

射波 を受信 してタイヤの最外 に位置するベル トの深 さを測定する工程

と、

を備 えた 卜レツ ド厚 さ測定方法。

[ 請求項 2 ] 前記ベル トの深 さの測定前 に、水槽 内に貯留 される液体 を水流 と し

て、浸 された 卜レツ ド表面 に嘖出する工程 をさ らに備 える請求項 1 に

記載の 卜レツ ド厚 さ測定方法。
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